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今月の特集： 
働き方改革の
具体的な取り組み
  
今号では政府がまとめた働き方改革実行計画に基づき、私たちの具体的な取り組みについて考えます。

現在の日本には３つの課題があります。
１．正規・非正規の不合理な処遇の差

２．長時間労働

３．単線型の日本のキャリアパス

これらについて、１つ１つその解決策を考えていきます。
１．正規・非正規の
不合理な処遇の差
（１）問題点

まず正規雇用と非正規雇用の処遇の差を考えるとき、一般的にそれぞれどのような雇用条件の違いがあるのか確認します。
法律上では明らかにされていませんが、非正規とは一般的には次の方々を指します。

①嘱託社員

②パートタイマー

③アルバイト

④派遣社員

これらの雇用条件の違いによって、賃金の差が生まれていると言えます。
（２）解決策
この解決策を考えるためには、次の２つの点を整理しておく必要があります。それは、新卒社員と中途社員では賃金の決め方が異なること、そして賃金決定の際に影響する２つの要素についてです。

まず新卒社員と中途社員の賃金の決め方の違いです。どちらも賃金は入社時に決定しますが、新卒社員は学歴によっての違いはあるものの、基本的に同じ学歴であればどの社員も同じ初任給で入社することが前提です。ただし会社によっては、入社時点で正規・非正規という違いがあり、初任給が異なる場合があります。

中途で採用する場合には、その社員の成長度合（成長点数・成長等級）の違いによって初任給が変わる企業がほとんどです。

正規・非正規の処遇を考える場合、多くの経営者が同じ成長点数・成長等級であれば同じように賃金を支給することが必要であると考えがちです。しかしそうではありません。雇用条件も賃金を決定する要素として考慮されなければなりません。

この雇用条件には様々な違いがありますが、雇用条件別に作成される賃金表に基づいて賃金が決定されます。賃金を決める時には成長点数と雇用条件、この２つの違いによって決まることを忘れてはならないのです。

では、雇用条件にはどんな要素があるのでしょうか。明らかにしてみると次のような違いがあります。

Ａ．勤務日数

Ｂ．勤務時間

Ｃ．勤務時間帯（早朝・夕方・深夜）

Ｄ．勤務曜日

Ｅ．勤務地

Ｆ．職種

Ｇ．残業の有無

これらの違いによって雇用条件が異なっていると言えます。

基本的には正規社員であれば、職種も勤務地もＡ～Ｇすべてが会社の指示命令のままに勤務することになります。

社員であっても勤務地や職種などＡ～Ｇの何かを自らの意思で限定していれば非正規となる可能性があります。雇用条件を限定しているため、一般的に正規の社員とは賃金が異なります。

これは差別ではなく、雇用条件の違いによるものです。それを踏まえた上で、解決策を次のように考える必要があります。
解決策①　成長点数
まずはその正規・非正規という雇用条件にかかわらず、成長段階を本人が納得する形で説明できるようにすることです。基本的に成長シートがあれば、職種と階層ごとに社員が納得する形で成長点数を伝えることができます。
成長シートを活用して、成長点数が最初は20点からスタートし、徐々に成長して卒業となる点数を獲得して優秀な社員として認められるようになるプロセスを明確にすることが出来ます。この成長シートについて納得していれば、その成長点数に応じて賃金が変化すること、昇給・賞与が決まることに納得しないことはあり得ません。

社員がこの成長点数に納得するために不可欠なことが、評価のフィードバックです。必ず、評価のフィードバックによって、本人も納得する形でその成長段階を伝えていることが大前提となります。
解決策②　賃金制度

もう１つは、従業員が納得する賃金制度があることです。特に、昇給を決める仕組みと賞与を決める仕組みが重要です。これらを決める仕組みの中で、金額を決定するために２つの重要な要素があることを明確に説明する必要があります。

１つ目は会社の業績です。処遇を決める上で最も重要なこととなるのがこの「会社の業績」になります。

多くの経営者が昇給・賞与を決めるときに最初に考えるのが「今回の会社の業績」です。今回の業績によって今回の昇給・賞与をどのくらい支給するか、その総額原資を考えるところから悩みはスタートします。しかしそれを社員はほとんど知りません。

ここから分かるように、昇給・賞与の金額が決まる第一要因は、会社の業績であることを説明する必要があります。

そして２つ目が社員の成長です。社員が自分で考えている成長段階（自己評価）と、会社の評価が一致していることが必要となります。

先ほども述べたように、活用している成長シートから算出される成長点数を評価のフィードバックを通じて伝えることによって、本人が自身の成長段階にしっかりと納得することがとても大事です。
解決策③　雇用条件

３つ目は雇用条件です。成長等級が同じ、そして成長点数が同じだとしても、雇用条件が異なることで賃金の決め方が異なります。

賞与であれば、正規と非正規で成長賞与ポイントが異なるということがあるでしょう。勤務時間が異なることで、たとえば正規が８時間勤務のところ６時間勤務の非正規社員がいれば、賃金が８分の６時間分である可能性もあります。

会社の業績と社員の成長、大きくはこの２つの要因によって処遇が決まること、そして雇用条件によってどのように処遇が変わるのかが前もって全従業員にオープンにされていることによって、雇用条件による処遇の差を従業員が納得するようになります。
２．長時間労働
（１）問題点

どの会社においても、業績の大きさによって社員を評価する歴史がありました。つまり、評価の単位が部署部門であっても個人であっても、その成果の大きさによって評価され、認められてきた歴史があるのです。そしてその背景に、長時間労働が暗黙の了解のごとく行われてきたことがあります。

多くの場合、高い成果を上げている社員は、とことん残業し、場合によっては休みすらも削って成果を上げることに邁進してきました。これは戦後、「経済的に豊かになることを多くの人が人生の目標としていた」ことや「売上は右肩上がりになることが当たり前であった時代だった」こともその理由にあるでしょう。

それが図らずもその社員の成果以外の部分、やる気に対する評価にも加算され、社員のその後の出世にも大きく影響をもたらしてきました。そのことが成果の低い部署部門に対する暗黙の長時間労働の圧力になっていたことを否定することはできません。

長年慣習のように定着してしまっているため、これを解決することが難しいと多くの経営者が考えています。しかしこの解決策は決して難しいことではありません。

今までは成果が大きいことで「優秀だ」と褒めてきました。これを新しい期待成果にすることによって、長時間労働への本音と建て前を一致させ、会社全体で長時間労働をなくすことへ取り組むことが出来ます。それができる期待成果が生産性です。

例えば小売業・飲食レストラン業であれば人時売上高（＝売上高÷労働時間）や人時生産性（＝粗利益÷労働時間）といった生産性指標を活用することによって、長時間労働をなくす方向へ全社で取り組めます。

この生産性指標が期待成果であれば、残業して売上や粗利といった成果が高くなったとしても、生産性が低ければ決して素晴しいと評価されることはないからです。さらに良い点は、社員が常に２つのことを考えながら仕事をすることが出来ることにあります。

１つは、どうやって売上高を、またはどうやって粗利益を上げたら良いか、つまりどうしたら高い成果を上げることができるかを考えながら仕事をすることです。実はこのこと自体、常に考えながら仕事をしている社員は今まで多くはなかったかもしれません。

そしてもう１つ、より短い時間で同じだけの成果を上げるためにどうすればいいのかを考えながら仕事をするようになります。

生産性を高めるためには、成果は高く、時間は短く、常に２つの方向で考えながら仕事をすることが求められます。生産性はこれらのことを考えながら現場で改善するものであり、その改善は現場で働く社員にしか行えません。

そしていくら旗振りをしたとしても、生産性を確認する方法がなければなりません。これを確認できるのが生産性指標です。

今まさに、この生産性指標を成長シートの期待成果に入れる時代が来たと言えます。時間を短くすることによって、成果が下がることを心配しなくて良い。これは経営者にとっても、この生産性指標の期待成果は願ってもないものになるでしょう。

経営者と同じ考えで高い成果を上げることを考えながら現場の社員が仕事をする。とても好ましい状態だと言えます。

この生産性指標は、それぞれの業界で今までになかった新しいものを考えていくことが必要になるでしょう。

我が社ではどんな生産性指標が合っているか。その検討が急がれます。そしてそれがその会社にとって最適なものであるとすれば、同時に組織改革にも繋がります。

この生産性は、できるだけ日々において計算できるものをおすすめします。それによって正規や非正規の区別なく、すべての従業員が毎日のようにこの生産性の結果を振り返ることになるからです。

生産性が高いことには何か理由があります。生産性が低いことにも何か理由があります。そしてその理由はすべて現場にあるのです。

それを見ながらすべての従業員が学び、やり方を見つけ出し、そして共有化し、生産性を向上させることに取り組む組織は、実に日本的なマネジメント体制であると言えるでしょう。生産性指標を期待成果とすることで、そのようなマネジメント体制を構築することが出来るのです。
３．単線型の
日本のキャリアパス
（１）多くの組織、問題点
多くの組織では、社員はどのようなキャリアパスがあるのか、わからないまま仕事をしています。

すべての組織には最初はほぼライン職しかありません。いつしかそれをサポートする形でスタッフ職が新しく組織されるようになります。それが必要となる段階になってからです。

組織自体もまだ数人のうちは文鎮型組織で十分でしょう。しかし社員数が10人を超えて、経営者が行っていたマネジメントを他の社員に任せるようになってくると２階層になります。やがて50人を超えた規模になってくると３階層で組織運営をする必要が出てきます。

ただしそれはそうなったときに初めてそのような組織体制が必要となったことがわかるものであり、経営者が1人で創業した段階ではそれが分かりません。

つまり、まだ２階層や３階層といった組織体制になる必要がない状態のときには、将来の組織図が描けません。そのためどのように社員を成長させていったら良いかを理解していないという問題点があります。

従業員が少ないときには、従業員が職場にあるありとあらゆる仕事すべてを協力して行う、いわゆる多能工で仕事をしています。仕事量が増えていくことによって、職種ごとに役割分担を行うことになります。分業体制のスタートです。

分業することによって、より大きな成果を上げられることになりますが、これも社員数が増えてこないと分かりません。
（２）解決策
解決策①　成長階層を可視化
どのような組織になるかがわかっていれば、キャリアパスを設計することが出来ます。組織は基本的に３階層で社員が成長することが確認されていますので、３階層の組織になることを前提にキャリアパスを設計します。

特に日本の場合では、この３つの成長階層を卒業方式でステップアップすることが明確であるため、まずは成長シートを３階層でつくることになります。一般職層の成長シートをつくり、中堅職層の成長シートをつくり、管理職層の成長シートをつくります。

300人未満であれば管理職層に優秀な社員がまだ育っておらず、経営者がモデルになる場合もあるでしょう。社員数が50人未満の場合には中堅職層のモデルとなる社員がなく、経営者がモデルになる可能性もあるでしょう。

経営者は社員にとって雲の上の存在です。そのため「経営者と同じように行いなさい」と言ってしまうと社員は「自分にはとてもできない」と思ってしまいます。そのためもし対象となる優秀な社員がいない場合は、「経営者が兼務していること」を経営者から切り離して成長シートとして可視化する必要があります。

成長シートとして可視化されることによって、社員は「自分もそのように成長できる」と思うことができます。だからこそ目標として認識することができ、「自分の成長は３つの成長階層を成長していくことなのだ」と理解できます。これが社員の成長にとってはとても重要なことと言えます。

社員はこの会社にあるプレーヤーの仕事を見て入社してきます。しかし、そのプレーヤーの仕事で一生を過ごすのではないと事前に分かるかどうかで、社員の成長のスピードが格段に違ってきます。
解決策②　職種を可視化
もう１つは職種の違いです。究極の成長シートは、「作って売る。そしてスタッフの仕事もする」、つまり１枚の成長シートに我が社の優秀な社員を可視化することです。

しかし、段々社員が増えることによって、「営業職」が出来たり「生産職」が出来たりしていき、職種ごとに１つひとつ成長シートをつくっていくことになります。この職種ごとの成長シートを示すことによって、将来我が社ではまた新たな職種が出来るであろうことも組織全体で理解することになります。

ただこのときの職種による分業化は、どのような仕事をするかという業務内容ではなく、それぞれ分かれて仕事をするときにどのような期待成果を持つか、そこから考えていく必要があります。

職種別・成長階層別の成長シートを可視化することによって、どのような職種があるのか、さらに将来どのような職種が生まれるのかも考えながら、少なくとも３階層の成長階層になることが分かります。これによって社員は会社での自分の大きな成長を考えることが出来るようになります。これがキャリアパスを示すということなのです。

我が社には様々な成長の仕方があること、そして40年かけてどう成長するかを考えることが出来るようになります。これが分かることによって、すべての会社で社員はじっくりと40年間の成長計画を考えられるようになるでしょう。
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